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実際の評価における適合認定の判断について 
 

３ 適合認定 

３－１ 

機構は、各基準の判断結果を総合的に考慮し、法科大学院の教育活動等の状況が評

価基準に適合していると認める場合、法科大学院に適合認定を与える（以下、機構か

ら適合認定を受けた法科大学院を「機構認定法科大学院」という。）。 

重点評価項目を満たしていない場合は「法科大学院評価基準に適合していない」と

判断する。 

（法科大学院評価基準要綱 「Ⅰ 総則」） 

 

○「総合的考慮」の考え方 

実際の評価においては、重点評価項目か重点評価項目以外の基準（以下「一般基準」と

いう。）かを問わず、まず、個々の基準について、基準で定められた内容を満たしているか

否かの判断を行い、満たしていないとされた場合は、原則として「当該の基準を満たして

いない」と判断する。 

 

その上で以下のとおりとする。 

（１）重点評価項目にあたる基準を一つでも満たしていない場合は、当該法科大学院の教

育活動等の状況が評価基準に適合していないと判断する。 

 

（２）重点評価項目にあたる基準をすべて満たしているものの満たしていない一般基準が

ある場合、すべての一般基準の判断結果を総合的に考慮し、教育の質に重大な欠陥が

ないと判断されるときには、当該法科大学院の教育活動等の状況が全体として評価基

準に適合しているとして、当該法科大学院に適合認定を与えるものとする。 

教育の質に重大な欠陥があると判断される（領域３を中心に、満たしていない基準

が多く認められ、それらにより、輩出する修了生の学識、能力及び素養が当該法科大

学院の設置目的・学位授与方針に則していないと危惧される状況であるなど）ときに

は、当該法科大学院の教育活動等の状況が評価基準に適合していないと判断する。 

令 和 ８ 年 １ 月 ２ ６ 日 

法科大学院認証評価委員会決定 


